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In recent years human relations problems among students of higher education have been on the rise. In 
this research，a method for problem solving in human relations using laboratory training based on group 
dynamics theory was introduced into college classrooms（a vocational technical school）．As a result of 
this laboratory training，not only were students’ human relations skills improved，but students showed a 
higher degree of satisfaction with the class，leading to better attendance overall． 
 
はじめに 
 
１ 学校における人間関係の重要性 
  
 近年、高等教育の大学生や専門学校生が、人間関

係による悩みを訴えることが多くなっている。“人

と接触するのが恐い”“人と話しができない”“クラ

スメートと何を話してよいかわからない”等である

（大阪府教育委員会,2001）。同資料によると、専門

学校での中途退学者は前年度と比較して 0.9 ポイン

ト上昇した。また、中途退学者の約 32％の学生が学

生と学生、教師と学生、学生と親などの間の人間関

係を退学の理由としていた。これは他の理由（学費

の納入が困難 24%・授業についていくのが困難

17%・学校が考えていたのとは違った 15%・その他

12％）と比較しても多い数字である。 
 このような人間関係に関する問題は、それが単な

る知識や理論の学習では解決できないことにある。

また、学校において重要なことは、人間関係に関す 
る知識を習得することではなく、家庭、学校、地域

社会等現実の集団社会の中で、自己を見失うことな 
く、より機能的により生産的に行動し得る資質を育 

 
成することに意義がある。このような教育目標を達

成するためには、従来の日本の高等教育の知識中心

的教育ではほとんど不可能に近く、実現することは

難しいと言わざるを得ない。 
 集団一般における人間関係の重要性を指摘したの

は、グループダイナミックス理論であった（平野，

1993）。これに基づいて、小集団内の人間関係を向

上するための体験学習という方法が生まれた（津

村・山口，1992）。わが国では南山短期大学におけ

る体験学習の実践の試み（相川・津村，1996）と、

鹿児島女子短期大学における体験学習の効果に関す

る実証的研究がある（高，1988）。 
 

２ グループダイナミックス理論 
 
 グループダイナミックス理論は、アメリカのレヴ

ィン（Ｋ．Lewin）によって 1936 年に確立された。

その内容は集団へ個人がかかわる形態、心理的構造

やその機能を実験し考察して、集団凝集性、コミュ

ニケーション、リーダーシップ、モラールなどとい

った組織の問題の解明や人間関係論の中心的概念を

組織体のなかに組み入れ、いかに有効にチーム活動
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 を生み出すかという、実践的理論である（平野，

1993）。そしてその起源は、職場集団からの発想に

あった。 
３ 小集団活動における体験学習の誕生 
 
 体験を通じて人間関係を学習する試みは、1946
年米国マサチューセッツ工科大学のグループダイナ

ミックス研究所（Research Center for Group 
Dynamics）、コネティカット州の人種問題に関する

諮問委員会（Inter-Racial Commission）、及び米国

ユダヤ協会相互問題委員会（The Commission on 
Community Interrelations of the American 
Jewish Congress）の 3 団体が、レヴィンの指導の

下に開催した成人教育担当者のためのワークショッ

プの中で偶然に生まれたと言われている（津村・山

口，1992）。レヴィンらは、グループワークの学習

にとっては、“いまここ”の場で起こっている生の体

験を素材に用いる学習は、グループダイナミックス

や人間関係についての一般化された知識の講義（概

念学習）よりも、はるかに学習者にとって有意味な

学習となることを見出した（津村・山口，1992）。 

 まず産業の近代化、機械化に応じて、産業工程の

中に人間を労働力としてどのように効率的かつ生産

的に組み入れることが出来るのかといった、生産効

率を中心に組織を考えるテイラー主義が生まれた。

テイラーの『科学的管理の原理』による人間機械論

的アプローチは、当時の産業合理化運動に取り入れ

られていったが、他方では人間が働くことの意味の

満足感、個性の尊重によって生産性が高まるという

認識が表われてきた（平野，1993）。なかでも、1927
年から1932年にかけて行なわれたホーソン実験は、 
今日の産業社会学をはじめ、グループダイナミック

ス、労働安全などに多大な刺激を与えた（高，1988）。 
 ホーソン実験は、はじめ生産の合理性を向上させ

るための照明実験とよばれる物理的環境と生産性を

比較するものであった。物理的環境（照明の明るさ、

通風、気温など）をコントロールして、どのような

条件下で最も高い生産性が得られるかを調べたが、

それらの要因と作業量との関係は認められなかった。

そこで、第 2 段階では生産工程に携わる女子行員の

労働条件（労働と休養時間、作業の流れ、賃金改善

など）をコントロールして実験を行なったが、これ

らの要因を変化させても生産性を向上させることは

なかった（萬成・杉，1967）。 

 この教育方法は、その後各方面に強い反響を呼び、

翌 1947 年マサチューセッツ工科大学及びアメリカ

教育協会（National Education Asociation）の協力

により、メイン州ベッセルにおいて第１回の NTL
（ National Training Laboratory in Group 
Development）が開催され、その席上においてこの

新しい人間関係訓練プログラムをＴグループ

(T-group) ま た は 感 受 性 訓 練

（Sensitivity-Training；ＳＴ）と名づけられた（中

島・他編，1999）。 

そこでその原因を探るために、女子工員に面接調

査を行なったところ次のようなことが明らかになっ

た。 
さらに、この教育方法はその後ラボラトリートレ

ーニング（体験学習）として、社会的感受性とコミ

ュニケーション能力の開発やリーダーシップトレー

ニング、組織開発など様々な領域で応用されている

（高，1988）。 

 実験に関係した女子工員の間に、同じ立場にあっ

て実験に協力しているという友好、連帯感が生まれ、

そのため職場の雰囲気があたたかく、かつ皆が参加

しているという満足感を持っていたことと、実験グ

ループを構成しているため、うるさい現場監督者か

らも自由平等な扱いを受けていることが一段と明る

い雰囲気をつくり、そのことが仕事に喜んで参加す

る意欲に拍車をかけたのであった。したがってこの

研究から、実験に参加していた女子工員達の仕事場

以外でのインフォーマル（非公式）な人間関係が生

産性を左右するほどの大きな価値志向性の実態が明

らかになったのである（平野，1993）。 

 
４ 日本における体験学習の実施と研究 
 
 体験学習の研究が日本に最初に紹介されたのは、 
1949 年 10 月に九州大学で 3 ヵ月間開催された第 3
回教育長等講習会においてである。同会合でイリノ

イ大学のリーズ（W. Leeds）が実践的グループダイ
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ナミックスを紹介し、同年九州大学教育学部に日本

グループダイナミックス学会が設立され、日本にお

けるグループダイナミックスの本格的研究が開始さ

れた。九州大学における研究は三隅二不二を中心に

ブリジストンタイヤを始めとする企業における組織

開発へと発展し、1967 年集団力学研究所が発足した

後、西日本鉄道、三菱重工業、住金海運、日立造船、

川崎製鉄等の組織開発に関するアクションリサーチ

の中で、延 300 コースを越える人間関係訓練（PM
式トレーニング）が実施され、その後高等教育機関

へと導入された（高，1988）。 
 日本の高等教育に人間関係に関する体験学習を本

格的に導入したのは、1973 年 4 月に開学した南山

短期大学人間関係科であった。当時の南山学園理事

長アルベルト・ボルト（A. Bold）神父は、新学科創

設に向けて、“これまでの抽象的で基礎的な学問に

とらわれず、現代に生きる人間をとらえ、変動する

社会のニーズに応えることができる学科で、原点と

して宗教的であること”という強い希望があった。

また、創立にあたって、人間関係科が掲げた目標は

“人間性のキリスト教的な理解を基礎とし、人間及

び人間関係のあり方とその過程の理解を深めること

によって、集団や組織や社会の中で機能的生産的に

行動し得る資質を養うとともに、各種の人間関係に

おける援助的役割を果たす能力や態度を形成するこ

と”ということであった。そして、この教育目標を

達成するために、ラボラトリー方式（体験学習）が

人間関係科の教育的土台としてすえられたのである。

しかし、南山短期大学の試みでは、体験学習の授業

導入に関する効果や人間関係に関する具体的な評価

は行われていなかった。すなわち、集中合宿方式の

導入の検討をしたのみであった（相川・津村，1996）｡ 
 
５ 教育機関における体験学習の試み 
 
 このような歴史的背景の中で生まれたグループダ

イナミックス理論に基づく体験学習の効果を検討し

た試みとして、鹿児島女子短期大学の高（1988）の

研究がある。高は、1 コマ 90 分×16 回という短期

大学の授業の中で、体験学習を基礎とした人間関係

に関する教育プログラム（柳原，1976）を実施した。

この研究は、既に数多くの職業集団において実施さ

れているプログラムを短期大学という限られた授業

時間で実施できるかどうかを検討することを目的と

していた。職業集団において実施されている教育プ

ログラムは、１セッション2時間－3時間であるが、

短期大学では１コマ 90 分授業として短縮して行な

わなければならなかったのである。そして、1 コマ

90 分授業を 16 回実施した後、受講生にアンケート

調査を行った結果、受講生達の反応は、“これまでに

受講したことのない授業であり、自分自身を考える

機会を得た”“他人の気持ちが多少理解できた”“友

人の大切さがわかった” とするものが多かった。出

席率も全体として 96.9%であった。高が同短期大学

で実施している他の教科（社会心理学）の出席率が

85%であったことを考えれば、非常に高い数字を示

したといえる。また、授業終了時に行なった授業の

満足度を示す質問紙の 5 段階評価の平均値は 4.56
と高いものであった。 
一方、高の研究には次のような問題点があった。

被験者が女子のみであり、所属する女子短期大学の

理念にキリスト教に基づく教育という極めて重要な

背景があった。すなわち、被験者の偏りと宗教的背

景が検査結果に影響を与なかったか否かが問題とな

ろう。また、人間関係が改善されたかどうかを調べ

る直接的な調査を実施していなかったことも問題に

なる。 
 

６ 本研究の仮説 
 
  本研究の仮説は次の通りである。体験学習の授業

は、宗教的背景のない男女共学の高等教育機関でも

先行研究同様、授業に対して高い出席率と高い満足

度を示す。また、人間関係に関する社会的スキルが

改善され、社会的スキルが上昇する。 
元来グループダイナミックス理論は、職場集団に

おける人間関係の改善と生産性の向上やリーダーシ

ップに関係したことに対するトレーニングであり、

グループダイナミックス研究所の三隅二不二を中心

に多くの成果をあげている。三隅らの研究は職場集

団に宗教的背景や男女の偏りはなく、また人間関係

における社会的スキルの上昇が結果として報告され
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ている（高，1988）。もちろん、職場集団は年齢差

や給料が支給されているという雇用的関係条件があ

り、高等教育機関における被験者と同様と考えるこ

とはできないかもしれない。 
しかしながら、本来の人間関係を改善するという

目的からは、むしろ年齢差や給料という条件より、

先のホーソン実験の事例報告からも明らかのように、

実際に実験に参加していた女子工員達の仕事場以外

でのインフォーマルな人間関係が生産性を左右する

ほどの大きな価値志向性の実態が明らかになった

（平野，1993）という結果を考慮するべきであろう。 
このようなことから、学校において体験学習を導

入することがインフォーマルな友人関係や人間関係

に対し、有効性があるのではないかとの仮説が設定

された。 
 この仮説を検討するために、次の２つの研究を行

なった。 
研究１：A 専門学校の現状の把握（1996 年度－

1997 年度）。研究２：宗教的背景のない男女共学の

Ａ専門学校における体験学習の導入（1998 年度－

1999 年度）。 
 
研究１ 
 
 本研究の対象校となったＡ専門学校（筆者が勤務

する学校で、筆者は 1997 年４月より勤務している）

は、1995 年“21 世紀の真のエリートを育成する学

校”（エース国際学院，1995）として誕生した。学

科は、ＣＡＤシステム学科単科の学校であり、学生

の多くは工業高校出身者が占め、残りは若干の理系

の普通科高校出身者であった。学科の教育内容は、

機械設計の技術者を養成する課程であり、授業形態

もコンピュータを使用することが多く、人間関係に

関する授業は一切行なっていなかった（エース国際

学院，1996）。 
 
１ 目的 
 
研究１では、グループダイナミックス理論を基本

とする小集団活動における体験学習を導入する前段

階として、A 専門学校の現状の調査を行なうことを

目的とした｡ 
 

２ 方法 
 
期間 1996 年 4 月から 1998 年３月までの２年間

とした。 
被験者 1996 年度：CAD システム学科 １年次

42 名（男子 38 名･女子 4 名、平均 18.7 歳）。 
 1997 年度：CAD システム学科 １年次 40 名（男

子 36 名･女子 4 名、平均 18.6 歳）。CAD システム

学科 ２年次42名（男子38名･女子4名、平均 19.7
歳）。 
手続き データの収集と分析は以下のように行

った。 
①出席率の統計的検定：1996 年度及び 1997 年度の

被験者の出席率を統計的検定により分析した。 
②人間関係に関する社会的スキル検査：1997 年度の

被験者の 42 名に対し､庄司（1991）の人間関係に関

する社会的スキル検査（表 6）を行ない､出席率の高

いグループ（年間 19 日未満の欠席者）と低いグル

ープ（年間 20 日以上の欠席者）の比較を行なった。 
③出席についての二者懇談（教師と学生の懇談）：

1997 年度の被験者 42 名に対し、出席についての二

者懇談を行なった。 
 
３ 結果 
 
（１）授業に関する出席状況 
 1996 年度及び 1997 年度の CAD システム学科の

出席状況を表１に示す。 
 
表 1 男女別出席状況（エース国際学院，1998） 
年度 学生数（名） 男子(％) 女子(％) 

1996   40     88.2   98.0 
1997   82     87.1   98.8 

 
 
男子学生の出席率と女子学生の出席率は、２年間

共女子学生の出席率の方が男子学生の出席率より約

10 ポイント高かった。 
また、1996 年度の CAD システム学科教科別、学
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生及び講師の性別による出席率を表２に示す。 
 
表 2 教科別講師別出席率(エース国際学院, 1997)               

②男子学生・女子学生（表４）の出席状況には有意

差があった（x2（１，41）＝10．7，p <．01）。す

なわち、女子学生に比べて男子学生の出席回数が少

ないことが見出された。 教科   男 子(%)  女 子(%) 講師性別 
 英語Ⅰ   84.2    96.7    女性 

英会話   88.2    95.2    女性 表 5 講師性別出欠席回数(エース国際学院,  1997) 
 性別   出席数  欠席数  計 電気Ⅰ   80.9    97.5    男性 

 男性講師  7,922   321  8,243 情報Ⅰ   87.6    96.7    男性 
CADⅠ              92.2    100        男性  女性講師  2,199   898  3,097 
CADⅡ                            90.2    100        男性   合計       10,121                        1,219       11,340 
CADⅢ          93.2    100        男性    

 実習Ⅰ   88.1    98.3        男性 
実習Ⅱ   89.8    98.3        男性 ③男性教師・女性教師（表５）に関する出席状況も

有意差があった（x2（１，41）＝158．93，p <．001）。
すなわち、女性教師の方が男性教師に比べて、出席

回数が少ないことが見出された。 

平均値   88.3    98.1         
学校全体の出席率 89.2％ Ｎ＝82       

 
 この資料をもとに、次のようにまとめて x2検定を

行なった。①実習科目（ＣＡＤⅠ－実習Ⅱ）と理論

による科目(英語Ⅰ－情報Ⅰ)の出欠席回数差(表３)。
②学生の男女別出欠席回数差（表４）。③教師性別に

よる出欠席回数差（表５）である。 

（２）人間関係と出席率について 
 1997 年 5 月に、人間関係と出席率との関係を調

べるために､人間関係に関する学生用社会的スキル

検査（庄司,1991）を実施した。CAD システム学科

42 名に対して、前年度の欠席が 20 日以上と 19 日

以下に分けた結果を表 6 に示す。 
 

表 3 実習科目と理論科目の出欠席回数（エース国

際学院，1997） 質問項目 5・10 を除く全てに対して有意差があっ

た｡すなわち､出席率の低いグループは､人間関係も

あまりスムーズでないことが見出された｡ 
科目   出席数  欠席数  計 

 実習科目  5,768   532  6,300 
理論科目  4,353   687  5,040 また、出席率の低い学生に対して筆者が面接した

ところ、14 名中 11 名が学内に特定の友達がおらず、

学外以外の友達との交流（例；夜遅くまで遊ぶ）を

大切にし、そのため欠席や遅刻をしていた。さらに、

学内に友達がいない学生の内 6 名は、休憩時間の間

ほとんど一人で時間をつぶしていた。このように、

学生に対して筆者が面接した結果、人間関係やクラ

スメートとのコミュニケーションに問題があること

が明らかになった。 

  合計       10,121                        1,219       11,340 
 
 

①実習科目と理論科目（表３）に関して有意差があ

った（x2（１，41）＝8．44，p <．01）。すなわち、

実習を中心とする科目と理論を中心とする科目の出

欠席回数には差があり、実習科目より理論科目の方

が、出席回数が低いことが見出された。 
  
表 4 男女別の出欠席回数（エース国際学院，1997） 

４ 考察 
 性別   出席数  欠席数   計 

 
 男子学生  9,056       1,204  10,260 

本研究では、以下のことが指摘できるであろう｡ 
女子学生  1,060          20                           1,080 

 
合計       10,121                           1,224            11,340        

（１） 出席率について  
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  出席率について、次のことが見出せた。①実習科

目より、知識や理論を中心とする科目の方が出席率

は低い（表 3）。②女子学生に対して男子学生の方が 

表 6 欠席の多数グループと少数グループの人間関係に関する社会的スキル検査 
20日以上の欠席19日以下の欠席

質問内容 （N =14） （N =28） t 値 有意水準

1 友達が困っている時、手助けをする 2.21 3.43 4.49 ***

2 友達が一人寂しそうな時、声をかける。 2.36 3.32 3.32 **

3 友達が何かうまくした時、誉めたりする。 2.36 3.39 4.09 ***

4 友達が失敗した時、励ましたり慰めたりする。 2.38 3.54 4.01 ***

5 友達に会った時、自分から声をかける。 2.71 3.32 1.87 NS
6 友達と話している時、冗談などを言って話をはずませる 2.14 3.28 3.65 ***

7 友達に「ありがとう」等と言って、感謝の気持ちを伝える 3.07 3.79 3.49 **

8 友達から何かを頼まれた時、それに応ずる。 3.14 3.79 2.62 *

9 友達と一緒にいる。 2.29 3.46 4.31 ***

10 友達との約束を守る。 3.57 3.86 1.53 NS
表中の数字は質問に対する４件法の平均値 **
* p <.001，** p <.01，* p <.05， NS 有意差なし  df＝40 

ォーマルな人間関係が良好でない事を意味している。

これは、相川・津村（1996）とも一致した｡ 
 学生生活における人間関係は、フォーマルな接触

より、むしろインフォーマルな接触の方が起因して

いる。それは出席率にも関係しているのである（表

６）。 

著しく出席率が低い（表 1、表 4）。③教師の性別に

おいて、男子講師より女子講師の方が著しく出席率

が低い（表 5）。①の結果は高（1988）と一致して

いた｡  
研究 2  

（２）人間関係に関する社会的スキル検査について   
１ 目的 ①出席率の高い学生は、人間関係に関する社会的

スキルが高く、学内の友達関係とも良好な関係であ

り（表 6）、②出席率の低い学生は、人間関係に関す

る社会的スキルが低く、学内の友達関係とも良好な

関係でない、もしくは学内に友達がいないことが見

出された（表 6）。 

 
  グループダイナミックス理論に基づく小集団活動

による体験学習が、宗教的背景のない男女共学の専

門学校でも、高（1988）による先行研究同様人間関

係のコミュニケーションが改善され高い出席率と高

い満足度を示すかどうかを検討することを目的とし

た。 
学生たちは日常的な生活行動は取れるが、それ以 

外のスキルでは低い数値を示していた。特に 20 日

以上の欠席者で目立った質問としては“友達が困っ  
２ 方法 ている時、手助けをする”の質問に対し、“まったく 

しない”と答えたのが 4 名いた。さらに､“友達が  
期間 期間は、1998 年 4 月から 1998 年 9 月まで

と、1999 年 4 月から 1999 年 9 月までの共に６ヵ月

間、１年次前期科目（２単位）として毎週 1 回 90
分×16 講義開講した。 

失敗した時、励ましたり慰めたりする”との質問に

対し､“まったくしない”と答えたのが､ここでも 4
名いた。人間関係の問題と欠席問題は連動するとい 
う点は、平成 12 年度大阪府教育委員会の調査

（2001）と一致する。欠席の多い学生のほとんどが

一人で活動する事を好んでおり、勉強以外のインフ 
被験者  被験者は、Ａ専門学校 1 年次人間関係学

科（1998 年：男子 20 名･女子 5 名、1999 年：男子
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る人々とのコミュニケーションやグループワークな 20 名・女子 5 名）法律研究学科（1998 年：男子 22
名・女子 5 名、1999 年：男子 22 名・女子５名）合

計 104 名の学生で、年齢は 18 歳－19 歳（平均 18.8
歳）であった。１クラスを 25－27 名とし、１班５

－６名のグループを作り授業を行なった。グループ

は、最終講義まで変更することはなかった。 

ど、そこに生じた生の人間関係の体験を素材にして、

自分自身を深く見つめ直したり、他者との関係の持

ち方を点検したり、新しい行動様式、たとえばリー

ダーシップとか聴く態度をグループの中で試したり、

グループや組織の人間関係を変革するためのシミュ

レーションをしたりといったプログラムである。以

下は、教育プログラムの一例である。 
被験者は専門学校生 1 年次全員参加とした。研究

１と研究２の被験者は、同一の試験により入学して

いるので学力差は少ない｡両研究の被験者は実験に

協力しているということをまったく知らなかった。

被験者は同じ学内で学び、共通授業も９教科あった。 

 
■ 教育プログラムの例 
第５講 
テーマ：バスは待ってくれない（図１） 教育プログラム 体験学習の教育プログラムと

して、九州大学教育学部及び集団力学研究所におい

て研究がすすめられてきた集団発想に関するグルー

プダイナミックス理論と NTL（National Training 
Laboratory in Group Development）を源流とした

ラボラトリートレーニングのプログラム（柳原，

1976）を用いた。ラボラトリー（実験室）というこ

とばから“誰かを実験にかける”といった連想が浮

かぶが、ここでは“自分が試みる場”という意味が

あり、主体は自分であるということである（柳原，

1985）。具体的には、小集団内でその時その場にい 

ⅰ）目的 
メンバーに分散して配布された 24 枚の情報を出 

し合い、全メンバーの協力によって１枚の地図を作 
りあげることにより、グループメンバーとしての責 
任、自己主張、反論、創造性、チームワークのあり 
方等を総合的に体験することを目的とした。 
ⅱ）経過 
 0－10 分 課題説明。口頭のコミュニケーションの 

みの作業を進めた。 
10－15 分 模造紙、情報カード配布。 

  

図１ 教育プログラムの例 （柳原、1976）  
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１人４枚合計 24 枚。 の体験学習でのねらいの明確化や共有化を行なうオ

リエンテーションで始まり、14 回のグループセッシ

ョンと全体講義など合計 16回の授業を体験した（表

7「テーマ」参照）｡ 

15－65 分 地図の作成作業、正味50分間実施した。

メンバーには、24 枚の情報カードがラン

ダムに配布された。（例、「バス停留所

の北 300 メートルに銀行がある」「歯医

者は煙草屋の右隣にある」。これらの情

報を寄せ集めて歯医者に行く１枚の地

図を完成させる。）バスは待ってくれな

いというテーマは、その地図を持って乗

るバスが 50 分後に到着するという意味

であり作業時間を意味する。 

また、14 回のグループセッションでは体験学習の

明確化をするためのふりかえりを行なった｡さらに 
最終講義の授業では、私はこうするというテーマで

今後の目標設定をし、日常生活に活かされるようプ

ログラムを設定した｡体験学習終了後には、毎回ふり

かえり用紙を配付し、セッションの中のグループと

自分自身をふりかえり、気づいたことを記述する時

間を設けた｡教育内容としては出会いの試み、コミュ

ニケーション、積極的参加、積極的傾聴、リーダー

シップ研修、コンセンサス実習、チ―ムワーク実習、

ブレーン・ストーミング実習、自己主張、自立への

挑戦の内容であった。 

65－75 分 集団活動に関するふりかえりを調査票

に記入。次回のグループワークの資料と

した。 
75－85 分 話し合い。我がチームの問題点は何か？ 
85－90 分 アンケート記入。 

アンケート調査  アンケート調査は、先行研究  
（高,1988）と同様のものを用いた｡ プログラムの基本的な流れは、学生と教師とがこ 
  

 

表７ 毎回の授業の興味に対する５段階評価と出席率（1998－1999） 

テーマ
非常に興
味が持て
た（名）

かなり興
味が持て
た（名）

どちらとも
いえない

（名）

あまり興味
が持てな
い（名)

興味が持
てない
（名）

欠席
無回答

(名)

5段階評価
平均値

出席率(%)

1 オリエンテーション 64 32 6 0 0 2 4.5 98.1
2 自己認知の検査 72 26 2 0 0 4 4.7 96.2
3 イメージによる対人認知 92 6 4 0 0 2 4.9
4 自己認知の実験 77 20 6 0 0 1 4.7 99.0
5 バスは待ってくれない 96 6 1 0 0 1 4.9
6 若い女性と水夫 81 14 6 0 0 3 4.7 97.1

7.8 12人の怒れる男①② 88 13 1 0 0 2･2 4.9 98.1
9 自己を見つめる 63 26 13 0 0 2 4.5 98.1
10 弱者の立場に立つ 67 29 6 0 0 2 4.6 98.1
11 ブレーンストーミング① 70 21 9 0 0 4 4.6 96.2
12 ブレーンストーミング② 78 14 9 0 0 3 4.7 97.1

13.14 KJ法実習② 83 17 2 0 0 2・2 4.8 98.1
15 真の友人関係 90 10 2 0 0 2 4.9 98.1
16 私はこうする 　　　　　　　　　　　　　〔調査実施せず〕 3 78.1

平均値 79.8 18.0 5.2 0.0 0.0 2.4 4.7 97.7

98.1

99.0

 
※第７・８講及び第 13・14 講は、第 8 講、第 14 講において 5 段階評価の質問紙を実施した。欠席欄の２

つの数字は、各講義のそれぞれの欠席・無回答数である｡また、出席率は 2 講座とも同様であった｡ 
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について、各講義ごとに x2検定を行なった結果を表

８に示す｡ 
（ａ）毎回の授業後に実施した授業に対する興味の

有無に関する 5 段階評価、（ｂ）毎回の授業後に実

施した感想文、（ｃ）全授業後に実施した興味の有  第１講から第 16 講の全てについて有意差はなか

った（p >.05）｡つまり高（1988）の結果と差はな

く、同様に高い出席率を得たことが見出された。 
無に関する 5 段階評価、（ｄ）全授業終了後に実施 
した体験学習の導入の賛否に関する 5 段階評価、 
（ｅ）授業全体（体験学習）に関する感想文、（ｆ）  また、学校全体の平均出席率は 97.7％であった｡

介入前の学校全体としての平均出席率は 89.2％（表

２）であったことから、8.5 ポイント上昇し有意差

があった（t（144）=2.02，p <.05）。 

授業への出席率に関するデータ、（ｇ）人間関係に関 
する社会的スキル検査の開講前と閉講時の比較。 
 
３ 結果 （ｂ）毎回の授業後に実施した感想文 

 各回に実施した感想文は省略する。  
 本研究では、先行研究（高，1988）の追試を目的

とし、体験学習の教育プログラムを A 専門学校 1 年

次の学生に実施した｡プログラムに対する学生の反

応及び統計的検定、先行研究との比較を以下に示す。 

（ｃ）全授業終了後に実施した体験学習の興味の有

無に関する 5 段階評価 
（質問）教育プログラム全体に対してどの程度の興 
味を持ちましたか（表９）。 
 （ａ）毎回の授業後に実施した授業に対する興味の

程度に関する 5 段階評価と出席率 表  9  体験学習に対する興味
人数（名） ％

5 非常に興味が持てた 78 75.0
4 かなり興味が持てた 22 21.2
3 どちらとも言えない 1 1.
2 あまり持てなかった 0 0.
1 興味が持てなかった 0 0.
無答 3 2.

0
0
0
9

 表７に体験学習の第１講から第 16 講までの出席

率と、授業に対する興味の程度を示す。本研究の教 
育プログラムは、高（1988）と同様のものを使用し 
たことから、高（1988）の結果と比較した。出席率 
 
表 8 先行研究と本研究の出席率の比較 

5 段階評価平均値 4.63  N＝104 
講義数 x2値 有意水準 

第1講 1.32 NS 
第2講 0.024 NS 
第3講 0.006 NS 
第4講 0.001 NS 
第5講 0.017 NS 
第6講 0.003 NS 
第7講 0.005 NS 
第8講 0.005 NS 
第9講 0.005 NS 
第10講 0.072 NS 
第11講 0.011 NS 
第12講 0.002 NS 
第13講 0.002 NS 
第14講 0.002 NS 
第15講 0.002 NS 
第16講 0.002 NS 

 
本研究の結果（表９）と高（1988）との体験学習

の興味の有無に関する平均値の差を調べるために、

5段階評価の平均値に関して x2検定を行なったとこ

ろ、有意差はなかった（x2（１，104）＝0．001， 
p >．05）。すなわち、本研究においても高（1988）
同様に、体験学習に対して高い興味度を得たことが

見出された。 
（ｄ）全授業終了後に実施した体験学習の導入の賛

否に関する 5 段階評価 
（質問）体験学習を授業に導入することをどう思い

ますか（表 10）。 
本研究の結果（表 10）と高（1988）との体験学

習導入の賛否について、5 段階評価の平均値に関し

て x2検定を行なったところ、有意差はなかった（x2

（１，104）＝0．004，p >．05）。すなわち、本研

究においても高（1988）と同様に、体験学習の導入

NS 有意差なし ｄf＝1 高(1988)N＝373 本研究

N＝104 
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  人間関係に関する社会的スキルについて、体験学

習の介入前と介入後を比較した結果、表 11 のよう

に質問項目 10以外すべてに対して有意差があった。

すなわち、体験学習により、人間関係に関する社会

的スキルが向上したことが見出された。 

に対して高い賛同を得たことが見出された。 
 
表 10 体験学習の授業導入の賛否 

5 段階評価平均値 4.71  N＝104 

人数（名） ％
5 非常に賛成である 86 82.7
4 かなり賛成である 15 14.4
3 どちらとも言えない 0 0
2 あまり賛成でない 0 0
1 賛成でない 0 0

無答 3 2.9

 
４ 考察 
 
（１）授業の出席率と興味度の先行研究との比較 
 高（1988）の結果と比較すると、本研究の授業の

興味度における 5 段階評価は 4.63 であり（表 9）、
高の研究より 0.28 ポイント高かった。有意差はなく、

高い出席率と、高い満足度を得たといえる。さらに、

体験学習の授業への導入にも 97.1％（選択肢５か４

を選択）の学生が賛成し（表 10）、授業に対する興

味度も 96.2％（選択肢５か４を選択）を示した（表

9）。 

 
（ｅ）体験学習の授業全体に関する感想文 
 全プログラムに関する感想文（自由記述）の内容

は“人間関係を良くするということは、自分を抑え

て他人に合わせることと誤解をしていた”“集団生

活は苦しいものと考えていたが、素晴らしいもので

あるということも実感できた”“自己主張、自己開示

が必要と感じた”“自己の確立が必要”“何事も行動

しなければ始まらない”等、賛成するものと、一方

“授業が苦痛であった”“自己開示できなかった”等

の感想もあった。104 名の内、感想文提出者は 101
名で、その中で授業は否定しないが“苦痛を感じて

いた”等の感想文が 6 名あった。 

このようにＡ専門学校は、宗教的背景に基づく教

育がなく、さらに男女共学の学校であるにも関わら

ず、高（1988）と同じく高い出席率と高い興味度を

示した。 
体験学習の授業は、宗教的背景のない男女共学の

高等教育機関でも先行研究同様、人間関係に関する

社会的スキルが改善され、授業に対して高い出席率

と高い満足度を示すという仮説は、支持されたとい

えよう。 

（ｆ）授業への出席率に関するデータ 
  表７に示す。 
（ｇ）人間関係に関する社会的スキル検査得点の開

講前と閉講時の比較 
 

 
（２）授業終了後の感想文 

表 11 社会的スキル検査の項目別 t 検定値 
体験学習終了後の感想文においては､“理論のみの

授業と思っていたが､体験を通じての授業であり､と

ても勉強になった”“自分のことが素直に見られる

ようになった”“他人との関係がスムーズになった”

等の肯定的な意見が全体の約 94％を占めた。一方で

アンケートには 5.「大変良かった」、4「.良かった」

の選択肢に印を付けているのに、感想文は否定して

いる文章が約６％あった。その多くは、コミュニケ

ーションがスムーズに取れず、“時間が早く過ぎて

ほしい”等の意見であった。特に長期間人間関係の

問題を抱えている学生については､一朝一夕に解決

できる問題ではないことは、高（1988）の研究でも

指摘しており、体験学習のみならず、教科担任やク

項　目　　 t 値 有意水準

1 6.91 ***
2 10.6 ***
3 7.69 ***
4 7.23 ***
5 6.42 ***
6 5.12 ***
7 5.05 ***
8 4.24 ***
9 2.58 **

10 1.71 NS
*** p <.001 ** p<.01  NS 有意差なし ｄf＝103 
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ラス担任との連携が必要であると思われる。 本研究では、専門学校における人間関係を改善す

るための介入方法として、グループダイナミックス

理論に基づく体験学習を導入した｡研究 1 では人間

関係に関する社会的スキルと出席率について調査を

した結果、人間関係がうまくいっているグループは

出席率も高く、人間関係がうまくいっていないグル

ープは出席率が低かった。研究 2 で人間関係に関す

る社会的スキル得点について体験学習の導入前後を

比較すると、10 項目中９項目（表 11）で有意差が

あった。また、研究 1 と研究 2 における出席率を比

較すると 8.5 ポイントの差があり、人間関係に関す

る社会的スキルと出席率がともに改善された。また、

研究 1 で認められた学生の男女差及び講師の男女差

の出席回数も、研究 2 で有意差はなくなった。さら

に、高（1988）の結果と比較すると、出席率、授業

の満足度ともに有意差は認められなかった。すなわ

ち、先行研究同様、授業に対して高い出席率と高い

満足度を示したと言えよう。 

 
（３）人間関係に関する社会的スキルの変化 
  人間関係に関する社会的スキルの変化について、

体験学習介入前と体験学習終了時を比較したところ

質問 10 項目に対し 9 項目に対し有意に改善が見ら

れた（表 11）。特に大きな変化として現れたのが、

質問１“友達が困っているとき、手助けをする”、質

問３“友達がうまくしたら誉める”、質問４“友達が

失敗した時、励ましたり慰めたりする”、質問６“友

達と話している時、冗談などを言って話をはずませ

る”、質問９“友達と一緒にいる”であった。友達に

対して“…してあげる”という内容に関して大きな

改善が見られた。これは、小集団活動によるチーム

ワーク等によって、他人に何かをしてあげるという

経験をしたことによる教育効果と考えられる。これ

らのスキルの改善は、相川・津村（1996）の結果と

一致していた。 
 以上の結果を総合すると、宗教的背景のない男女

共学の専門学校でも、グループダイナミックスに基

づく体験学習によって人間関係に関するコミュニケ

ーションや社会的スキルが有意に改善されたことが

見出され、専門学校の週 1 回の授業においても充分

導入できることが明らかになった。これらの結果は

一般の職業集団の結果（相川･津村，1996）とも一

致するものであり、専門学校における人間関係を改

善するための介入方法として、グループダイナミッ

クス理論に基づく体験学習が有効であることが示さ

れた。 

（４）研究 1 と研究 2 の被験者の学科の違い 
 研究２で出席日数が増え社会的スキルも上昇した

のは、研究１と研究２で参加した被験者の学科の違

いによるかもしれないことが考えられる。 
  研究２の後、研究１の被験者であった CAD シス

テム学科の学生に対し、研究２と同様の体験学習を

導入したところ、出席率や授業に対する満足度が有

意に改善され、研究 2 及び高（1988）の結果と有意

差がなかったので、この可能性は否定できよう。 
 
（５）体験学習以外の要因 なお、感想文の一部においてグループワークが苦

痛であったとの意見があった。なかでも否定的文面

に共通していたのは、グループ全体として一緒に行

動する反対意見（６名）であった。研究 1 からもわ

かるように、人間関係がうまく関われない学生は、

一人の行動を好む傾向が強い。 

 研究 2 で出席数が増え社会的スキルも上昇したの

は、体験学習によるものではなく、他の要因による

ものかもしれない。 
  ２つの理由からこの可能性は否定できるだろう。

①体験学習のようなグループ活動の授業は『人間関

係論』以外にない。②研究 1 の調査の時、一番出席

率が高いのは実習科目であったが、追跡調査の結果

『人間関係論』が一番高い出席率であった。 

このように、個々の事例に対して細かく対処しよ

うとした場合、体験学習だけの授業ではとうてい限

界がある。学校全体としてどういう対応をするかが

今後の課題となる。  
結論 また、平野（1993）によれば、週 1 回の授業形式

よりも、集中的な合宿形式の方が、人間関係の諸問 
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題の改善に有効であるという。これも検討するべき

課題となる。 
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